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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第74期
第３四半期
連結累計期間

第75期
第３四半期
連結累計期間

第74期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (百万円) 29,511 28,592 39,454

経常利益 (百万円) 1,667 2,913 2,238

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,404 1,697 1,773

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,175 1,929 1,149

純資産額 (百万円) 31,454 32,837 31,240

総資産額 (百万円) 45,314 46,634 44,319

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 169.66 208.12 214.53

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 69.2 70.2 70.3
 

 

回次
第74期
第３四半期
連結会計期間

第75期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 49.42 110.66
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

４．平成28年10月１日を効力発生日として、普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施しておりま

す。これに伴い、１株当たり四半期(当期)純利益金額については、前連結会計年度の期首に当該株式併

合が行われたと仮定し、算定しております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社の異動については、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表」の「連結の範囲又は持分法

適用の範囲の変更」に記載のとおりであります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和策により雇用環境は改善

し、景気は緩やかな回復基調にありますが、海外要因による為替の急激な変動等、先行きについては注意を要する

状況にあります。当社グループの属しております鉄鋼業界は、各種原材料の値上がりにより価格改定の動きが拡

がってきております。

このような状況下におきまして、当社グループの当第３四半期連結累計期間における売上高は285億92百万円(前

年同四半期連結累計期間比3.1％減)となりました。前年同期に比べ数量は増加したものの製品価格の値下がりによ

り売上高は減少しております。また収益面におきましては、製品価格と材料価格の値差の拡大、生産量増加による

生産コストの低減等により、営業利益は27億40百万円(前年同四半期連結累計期間比72.2％増)、経常利益は29億13

百万円(前年同四半期連結累計期間比74.7％増)となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は、役員退職慰

労金の発生により16億97百万円(前年同四半期連結累計期間比20.9％増) にとどまりました。

各セグメントの状況は次のとおりです。

（日　　本）

日本事業の売上高は273億41百万円(前年同四半期連結累計期間比1.4％減)、セグメント営業利益は26億26百万円

(前年同四半期連結累計期間比60.4％増)となりました。製品部門別の売上高は以下のとおりです。

ステンレス管部門は、軽自動車の販売不振が続く自動車用は低調でしたが、配管用が好調に推移したため、売上

高は142億39百万円(前年同四半期連結累計期間比0.1％増)とわずかながらも増収となりました。

ステンレス条鋼部門は、数量は前年同期を上回りましたが製品価格の値下がりにより、売上高は78億76百万円(前

年同四半期連結累計期間比1.0％減)となりました。

ステンレス加工品部門は、家庭用金物製品の不振等により、売上高は14億95百万円(前年同四半期連結累計期間比

6.3％減）となりました。

鋼管部門は、製品価格の値下がりにより、売上高は31億55百万円(前年同四半期連結累計期間比6.8％減)となりま

した。

機械部門は、受注時の円安の影響で輸出向けが好調であったため、売上高は５億74百万円(前年同四半期連結累計

期間比3.9％増)となりました。

（インドネシア）

インドネシア事業は、景気の低迷・ローン規制などにより二輪車の販売が大幅減となっていますが、新規採用さ

れた四輪車のニューモデルの販売が好調なこともあり、売上高は７億61百万円(前年同四半期連結累計期間比36.6％

増)となりました。セグメント営業損益は66百万円の損失となりましたが、前年同期に比べ85百万円の改善となりま

した。
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（そ　の　他）

その他事業は、平成27年10月１日付で通信販売事業を外部へ譲渡したため、売上高は４億89百万円(前年同四半期

連結累計期間比60.4％減)となり、セグメント営業損益は13百万円の損失となりました。

 

(注) １. 第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分方法の見直しを行い、「インドネシア」での事業を

独立した報告セグメントとしております。なお、当第３四半期連結累計期間の比較・分析は、変更後の区

分に基づいております。

２. 上記金額には消費税等を含めておりません。

 

(2) 財政状態の分析

当社グループの当第３四半期連結会計期間末の総資産は466億34百万円となり、前連結会計年度末に比べて23億15

百万円増加いたしました。総資産の増減の主なものは、現金及び預金の増加12億50百万円、受取手形及び売掛金の

減少９億６百万円、電子記録債権の増加14億58百万円、その他の投資の増加８億31百万円（主に投資有価証券４億

41百万円の増加）などであります。負債の部は７億17百万円増加いたしました。その増減の主なものは、電子記録

債務の増加６億60百万円、短期借入金の増加11億99百万円、長期借入金の減少12億50百万円などであります。

当第３四半期連結会計期間末の純資産は328億37百万円となり、前連結会計年度末に比べて15億97百万円増加いた

しました。これは、その他の包括利益累計額が２億37百万円増加したことに加え、利益剰余金が13億66百万円増加

したことなどによるものであります。これらの結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べて0.1ポイント低下

し、70.2％となりました。

 

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は48百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000
 

（注）　平成28年６月28日開催の第74期定時株主総会決議により、平成28年10月１日を効力発生日として５株を

１株とする株式併合を行っております。これに伴い、同日をもって発行可能株式総数は127,662,000株から

30,000,000株に変更しております。

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年２月９日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,281,480 8,281,480 東京証券取引所市場第一部
単元株式数は100株
であります。

計 8,281,480 8,281,480 ― ―
 

（注）　平成28年６月28日開催の第74期定時株主総会決議により、平成28年10月１日を効力発生日として、５株

を１株とする株式併合を行っております。これに伴い、同日をもって単元株式数を1,000株から100株に変

更しております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成28年10月１日 △33,125 8,281 ─ 7,360 ─ 7,705
 

（注）　平成28年６月28日開催の第74期定時株主総会決議により、平成28年10月１日を効力発生日として、５株

を１株とする株式併合を行っております。これに伴い、同日をもって発行済株式総数は41,407,404株から

33,125,924株減少し、8,281,480株に変更しております。
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成28年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

   平成28年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

615,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
40,527,000

 40,527 ―

単元未満株式
普通株式

265,404
― ―

発行済株式総数 41,407,404 ― ―

総株主の議決権 ― 40,527 ―
 

（注）　平成28年６月28日開催の第74期定時株式総会決議により、平成28年10月１日を効力発生日として５株を１

株とする株式併合を行っております。これに伴い、同日をもって単元株式数を1,000株から100株に変更して

おります。

　なお、当該株式併合及び単元株式数の変更は上記記載数値には反映されておりません。

 

② 【自己株式等】

  平成28年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
モリ工業株式会社

大阪府河内長野市
楠町東1615番地

615,000 ― 615,000 1.49

計 ― 615,000 ― 615,000 1.49
 

（注）　平成28年６月28日開催の第74期定時株主総会決議により、平成28年10月１日を効力発生日として５株を

１株とする株式併合を行っております。これに伴い、同日をもって単元株式数を1,000株から100株に変更

しております。これにより、当第３四半期会計期間末の自己株式数は、単元未満株式の取得分とあわせて

123,381株となっております。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,551 2,801

  受取手形及び売掛金 12,504 ※1  11,598

  電子記録債権 988 ※1  2,446

  たな卸資産 9,217 8,977

  その他 523 463

  貸倒引当金 △14 △14

  流動資産合計 24,769 26,272

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 7,860 7,873

   その他（純額） 7,669 7,639

   有形固定資産合計 15,530 15,513

  無形固定資産   

   その他 23 21

   無形固定資産合計 23 21

  投資その他の資産   

   その他 4,007 4,838

   貸倒引当金 △10 △10

   投資その他の資産合計 3,996 4,827

  固定資産合計 19,550 20,362

 資産合計 44,319 46,634

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 4,907 ※1  4,734

  電子記録債務 2,270 2,930

  短期借入金 1,569 2,768

  未払法人税等 89 358

  引当金 369 139

  その他 1,490 ※1  1,628

  流動負債合計 10,697 12,560

 固定負債   

  長期借入金 1,250 -

  役員退職慰労引当金 451 207

  環境対策引当金 38 77

  退職給付に係る負債 208 198

  その他 432 753

  固定負債合計 2,382 1,236

 負債合計 13,079 13,796
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 7,360 7,360

  資本剰余金 7,705 7,705

  利益剰余金 15,025 16,391

  自己株式 △193 △194

  株主資本合計 29,897 31,263

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 593 789

  為替換算調整勘定 520 551

  退職給付に係る調整累計額 123 133

  その他の包括利益累計額合計 1,237 1,474

 非支配株主持分 105 99

 純資産合計 31,240 32,837

負債純資産合計 44,319 46,634
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

売上高 29,511 28,592

売上原価 23,909 22,019

売上総利益 5,602 6,572

販売費及び一般管理費 4,010 3,832

営業利益 1,591 2,740

営業外収益   

 受取利息 2 2

 受取配当金 40 43

 持分法による投資利益 52 88

 為替差益 2 63

 その他 35 31

 営業外収益合計 133 229

営業外費用   

 支払利息 23 21

 売上割引 20 18

 その他 13 16

 営業外費用合計 57 55

経常利益 1,667 2,913

特別利益   

 投資有価証券売却益 68 -

 厚生年金基金解散損失戻入益 355 -

 特別利益合計 424 -

特別損失   

 固定資産除却損 2 14

 投資有価証券評価損 78 -

 役員退職慰労金 - 355

 環境対策引当金繰入額 6 38

 特別損失合計 87 409

税金等調整前四半期純利益 2,005 2,504

法人税、住民税及び事業税 337 526

法人税等調整額 280 288

法人税等合計 617 815

四半期純利益 1,387 1,689

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △16 △8

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,404 1,697
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

四半期純利益 1,387 1,689

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △162 195

 為替換算調整勘定 6 27

 退職給付に係る調整額 10 10

 持分法適用会社に対する持分相当額 △67 5

 その他の包括利益合計 △212 239

四半期包括利益 1,175 1,929

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,191 1,934

 非支配株主に係る四半期包括利益 △16 △5
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 
当第３四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

　前連結会計年度において持分法適用の関連会社であったＰＭＭ ＰＩＰＥ株式会社は、合併による持分減少のた

め、第１四半期連結会計期間より持分法適用の範囲から除外しております。
 

 

(会計方針の変更等)

　
当第３四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した構築

物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。
 

 
（追加情報）

　
当第３四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形等

が、四半期連結会計期間末残高から除かれております。

 

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

受取手形 －百万円  361百万円

電子記録債権  －  24

支払手形 － 402

その他（設備関係支払手形） 　－ 10
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

減価償却費 739百万円 717百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 206 5.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年10月30日
取締役会

普通株式 206 5.00 平成27年９月30日 平成27年12月１日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 203 5.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

平成28年10月31日
取締役会

普通株式 203 5.00 平成28年９月30日 平成28年12月１日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額日本

インド
ネシア

計

売上高        

  外部顧客への売上高 27,716 557 28,274 1,236 29,511 － 29,511

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

4,880 － 4,880 0 4,880 △4,880 －

計 32,597 557 33,155 1,236 34,391 △4,880 29,511

セグメント利益又は
損失（△）

1,637 △151 1,485 △43 1,442 148 1,591
 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、自転車関連商品の販売及び

通信販売用商品の販売に係る事業であります。

 ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額148百万円は、セグメント間取引消去等であります。

 ３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額日本

インド
ネシア

計

売上高        

  外部顧客への売上高 27,341 761 28,103 489 28,592 － 28,592

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

3,038 － 3,038 － 3,038 △3,038 －

計 30,380 761 31,141 489 31,631 △3,038 28,592

セグメント利益又は
損失（△）

2,626 △66 2,559 △13 2,545 194 2,740
 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、自転車関連商品の販売にか

かる事業であります。

 ２．セグメント利益及び損失（△）の調整額194百万円は、セグメント間取引消去等であります。

 ３．セグメント利益及び損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　第１四半期連結会計期間から、報告セグメントを従来の「ステンレス関連」の１区分から「日本」及び「インド

ネシア」の２区分に変更しております。

　この変更は当社グループが営む主力の事業である「ステンレス関連」事業のうち、今後の海外事業の重要性を考

慮しセグメントの区分方法を見直した結果、「インドネシア」での事業を独立した報告セグメントとしたものであ

ります。なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の報告セグメントの区分に基づき

作成したものを開示しております。

 
 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する事項

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額  169円66銭  208円12銭

(算定上の基礎)    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額 (百万円) 1,404 1,697

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額

(百万円) 1,404 1,697

普通株式の期中平均株式数 (株) 8,279,086 8,158,355
 

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．平成28年10月１日を効力発生日として、普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施しております。

これに伴い、１株当たり四半期純利益金額については、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと

仮定し、算定しております。

 
(重要な後発事象)

当社は、平成29年１月31日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議いたしました。

１．理由　　　　　　　　　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため

２．取得する株式の種類　　当社普通株式

３．取得する株式の総数　　９万株（上限とする）

４．株式取得価額の総額　　200百万円（上限とする）

５．自己株式取得の期間　　平成29年２月１日から平成29年２月28日まで

 
２ 【その他】

第75期(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)中間配当については、平成28年10月31日開催の取締役会にお

いて、平成28年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額                                 203百万円

② １株当たりの金額                               5円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成28年12月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年２月９日

モリ工業株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　坂　　井　　俊　　介　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　大　　谷　　智　　英　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているモリ工業株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、モリ工業株式会社及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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